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Ⅰ 調査要領 

１．調査対象 

   新潟県に現に事業所を有するか、または今後当該地域への進出が予想される企業の 
うちで、原則として資本金１億円以上の民間法人企業。ただし、農業、林業、金融保

険業などを除く。 

 

２．調査方法 

   調査は対象企業へのアンケート調査票の送付により実施。 
設備投資額は工事ベースの金額。 

 

３．調査内容 

    今回は 2010・2011 年度の設備投資額（実績・計画）をアンケート調査。 

 2009 年度 2010 年度 2011 年度 

2010 年６月前回調査 実 績 計 画  

2011 年７月今回調査  実 績 計 画 

 

４．調査時期 

   2011 年７月１日を期日として実施。 

 

５．回収状況 

 全 国 新潟県 

本社所在企業数 

発送企業数 １２，１９１社 ４３３社

回答企業数 ６，４７４社 ２４０社

回 答 率 ５３．１％ ５５．４％

 

６．産業分類について 

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 

2010 年度調査までは事業基準分類（企業の事業部門を基に分類）で集計していたが、

今回調査より主業基準分類に統一。長期系列データについても、2009 年度実績までは

事業基準分類、2010 年度実績以降は主業基準分類による。 
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Ⅱ 調査結果の概要 
 

１．２０１０年度の設備投資実績 （2010／2009 増減率） 

・製造業が二桁増（11.6％増）となったが、ウエイトの大きな非製造業が二桁減（12.1％ 

減）となったため、全産業では２年振りの減少（6.2％減）となった。 

・業種別に内訳を見ると、製造業では、設備の更新や能力増強等で「食品」、「機械関 

連（電気機械、輸送用機械、一般機械）」、「紙・パルプ」が増加した。一方、「化学」、

「その他製造業（窯業・土石、鉄鋼ほか）」は減少した。 

・非製造業では、高水準投資の反動等もあり「鉱業他」や「ガス」が大幅減となった。 

また「卸売・小売」も減少した。一方「電力」は３年連続の二桁増となった。 

 

２．２０１１年度の設備投資計画 （2011／2010 増減率） 

・製造業（6.0％増）、非製造業（10.0％増）とも増加し、全産業では 8.7％増となった。 

・業種別に内訳を見ると、製造業では、２０１０年度に引き続き「機械関連（電気機 

械、輸送用機械、一般機械）」、「紙・パルプ」が増加した。また、「その他製造業（鉄

鋼ほか）」も増加した。一方、「食品」が大規模工事の一段落等により減少に転じたほ

か、引き続き「化学」は減少した。 

・非製造業では、「鉱業他」が大幅増、「卸売・小売」も増加に転じたほか、引き続き「電 

力」も増加となった。「ガス」は微増となった。一方「サービス」は大幅減となった。 
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Ⅲ 業種別設備投資動向 
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【2011年度】
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Ⅳ 設備投資動向集計表 

【2010 年度】                          

 （金額：億円） 

 2009 年度実績 2010 年度実績 10/09 増減率 

全 産 業 １，７４５ １，６３７ ▲６．２％

製 造 業 ４３７ ４８７ １１．６％

食 品 １３６ １９２ ４１．３％

紙 ・ パ ル プ ２６ ３０ １６．８％

化 学 １３８ １２８ ▲７．８％

非 鉄 金 属 １０ １１ ７．９％

一 般 機 械 １６ １７ ８．０％

電 気 機 械 ２０ ３３ ６６．４％

輸 送 用 機 械 １８ ２４ ３２．１％

そ の 他 製 造 業 ７２ ５２ ▲２８．０％

非 製 造 業 １，３０８ １，１４９ ▲１２．１％

建 設 １７ １２ ▲３２．２％

卸 売 ・ 小 売 ５８ ４８ ▲１７．８％

不 動 産 ９ １０ １６．０％

運 輸 ２９ ４１ ３９．２％

電 力 ５３８ ６０５ １２．５％

ガ ス １１５ ８０ ▲３０．６％

通 信 ・ 情 報 ２１ １９ ▲９．８％

サ ー ビ ス １７ ２２ ３０．９％

鉱 業 他 ５０４ ３１３ ▲３７．９％

（注）両年度共通回答会社 331 社の集計  
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【2011 年度】 
                          （金額：億円） 

 2010 年度実績 2011 年度計画 11/10 増減率 

全 産 業 １，７７９ １，９３３ ８．７％

製 造 業 ５８２ ６１７ ６．０％

食 品 １９３ １５７ ▲１８．７％

紙 ・ パ ル プ ３１ ４３ ３７．８％

化 学 ２０５ １６４ ▲２０．０％

非 鉄 金 属 １１ ２９ １５０．９％

一 般 機 械 ２２ ２９ ３２．３％

電 気 機 械 ３３ ５２ ５８．０％

輸 送 用 機 械 ２４ ５７ １３６．０％

そ の 他 製 造 業 ６３ ８６ ３７．７％

非 製 造 業 １，１９６ １，３１６ １０．０％

建 設 １２ ６ ▲４９．５％

卸 売 ・ 小 売 ６０ ６７ １１．６％

不 動 産 １２ ７ ▲３８．１％

運 輸 ４２ ３７ ▲１１．７％

電 力 ６０６ ６５４ ７．９％

ガ ス ８０ ８１ １．４％

通 信 ・ 情 報 ２１ １９ ▲１１．７％

サ ー ビ ス ４４ １７ ▲６１．１％

鉱 業 他 ３２０ ４２９ ３４．０％

（注）両年度共通回答会社 343 社の集計  
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Ⅴ 業種別構成比の推移 

 

（注) 2009 年度実績までは事業基準分類、2010 年度実績以降は主業基準分類による。 
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